
u336000_00_3803753711912.docx 

 

●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2024年４月17日まで 

運 用 方 針 

｢女性活力日本株マザーファンド」受益証券

への投資を通じて、わが国の株式を実質的

な主要投資対象とし、信託財産の中長期的

な成長を目指して積極的な運用を行います｡ 

主要運用対象 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

｢女性活力日本株マザーフ

ァンド」（以下「マザーフ

ァンド」といいます｡）の受

益証券を主要投資対象とし

ます。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

わが国の金融商品取引所に

上場されている株式（上場

予定の株式を含みます。）

を主要投資対象とします。 

組 入 制 限 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

マザーファンドの受益証券

への投資割合には、制限を

設けません。 

株式への実質投資割合に

は、制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

株式への投資割合には、制

限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

分 配 方 針 

毎決算時（原則として、毎年４月17日およ

び10月17日、休業日の場合は翌営業日）

に、原則として基準価額水準等を勘案して

委託者が決定します。ただし、分配対象額

が少額の場合には分配を行わないことがあ

ります｡ 

 

 

 

女性活力日本株ファンド 
 

追加型投信／国内／株式 

 

運用報告書（全体版) 
 

 
第11期(決算日：2019年10月17日) 

 

 

受益者のみなさまへ 

平素は、格別のお引立てにあずかり厚く御礼申し上

げます。 

さて、「女性活力日本株ファンド」は、2019年10月17

日に第11期決算を行いました。ここに、期中の運用状

況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。 

 

ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 

丸の内トラストタワー本館 

＜運用報告書に関するお問い合わせ先＞ 

ドキュメンテーション部 

電話番号：03-6756-4600（代表) 

受付時間：営業日の9：00～17：00 

ホームページ  http://www.bnymellonam.jp/ 
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■最近５期の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

７期(2017年10月17日) 13,515 1,000 24.5 1,723.37 17.6 95.2 － 2,062 

８期(2018年４月17日) 13,873 0 2.6 1,729.98 0.4 97.3 － 2,477 

９期(2018年10月17日) 13,097 0 △ 5.6 1,713.87 △ 0.9 96.9 － 2,436 

10期(2019年４月17日) 12,187 0 △ 6.9 1,630.68 △ 4.9 98.5 － 2,143 

11期(2019年10月17日) 12,288 0 0.8 1,624.16 △ 0.4 97.2 － 2,010 
 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 

 

■当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2019年４月17日 12,187 － 1,630.68 － 98.5 － 

４月末 12,010 △1.5 1,617.93 △0.8 98.7 － 

５月末 11,245 △7.7 1,512.28 △7.3 98.4 － 

６月末 11,522 △5.5 1,551.14 △4.9 99.4 － 

７月末 11,598 △4.8 1,565.14 △4.0 100.0 － 

８月末 11,294 △7.3 1,511.86 △7.3 100.0 － 

９月末 11,941 △2.0 1,587.80 △2.6 99.5 － 

(期  末)       

2019年10月17日 12,288 0.8 1,624.16 △0.4 97.2 － 
 
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 
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◆基準価額の推移 
当ファンドの期中騰落率は0.8％の上昇となりま

した。一方で、参考指数である東証株価指数

（TOPIX）の期中騰落率は0.4％の下落となりました。 

 

◆基準価額の主な変動要因 
(上昇要因) 

・米中通商問題に対する懸念の後退 

・欧米での金融緩和政策等に伴う投資家心理の改善 

・国内外経済及び企業業績の底入れ期待 

・日本における女性の就業率や賃金の上昇 

 

(下落要因) 

・米中貿易摩擦の深刻化に伴う世界的な景気悪化懸

念 

・中国を中心とする新興国経済の弱含み 

・ブレグジットや香港、中東などでの地政学的リスクに対する懸念 

・人手不足を起因とするコスト上昇による企業収益圧迫懸念 

・緩やかなドル安円高基調 

 

◆市場概況 
当期間中の日本株式市場は、期初より８月末にかけて米中貿易摩擦問題に起因する世界的な景気低迷及び

それに伴う投資家心理の悪化等により下落基調になったものの、米中通商問題の警戒感の後退による９月の

株式市場の反発に伴い、前期末比では概ね横ばいの相場展開となりました。期を通じては、参考指数である

TOPIXの騰落率は△0.4％となりました。 

４月は、期初より小幅な値動きで推移しましたが、５月は、米国が一部の中国製品に対する制裁関税を現

在の10％から25％に引き上げたこと等による米中貿易摩擦激化や、中国の通信機器大手である華為技術

（ファーウェイ）への禁輸措置などの米国による制裁の影響に対する懸念の高まりなどにより、国内株式市場

は大幅下落となりました。 

６月は、米利下げ期待や米中貿易摩擦問題の進展期待等から反発しました。米国のみならず、欧州におい

てもドラギECB（欧州中央銀行）総裁が追加金融緩和を示唆したことが好感され、米国による対メキシコ追加

関税延期報道等を誘因として投資家心理が改善し、国内株式市場は上昇しました。７月は、米国株式市場で

の株価指数の最高値更新、米連邦公開市場委員会（FOMC）での2008年12月以来の政策金利誘導目標引き下げ

等があったものの、概ねレンジ内での相場展開となりました。 

８月は、トランプ米大統領による制裁関税第４弾の発動意向など米中貿易摩擦がエスカレートする中、人

民元の対米ドル相場が節目と考えられていた7.0を約11年ぶりに超え、円高の進展もあり、金融市場はリスク

オフモードとなりました。米国債市場における２年債利回りが10年債利回りよりも高くなる逆イールドも将

来の景気後退を示唆するシグナルとして嫌気されました。企業業績悪化が懸念され、市況関連中心に国内株

式市場は調整しました。 

９月の国内株式市場は、一転して大幅反発となりました。英国下院での合意なき離脱阻止法案可決に伴う

英国のEU（欧州連合）からの合意なき離脱の回避が好感され、米中貿易協議の進展に対する期待の高まりか
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ら投資家心理が改善しました。加えてECB（欧州中央銀行）が３年半ぶりにマイナス金利深堀と量的緩和を組

み合わせた金融緩和策を決定したことで、世界の金融市場が全般的にリスクオン相場となりました。サウジ

アラビアの石油生産施設に対する攻撃による原油の供給不安などはあったものの、国内株式市場も上昇しま

した。2019年４－６月期の実質GDP成長率（二次速報）も前期比年率＋1.3％と底堅く推移しました。10月は、

月中に開催された米中通商協議が穏当な結果に終わったことが好感され、期末まで小幅上昇となりました。 

 

◆運用概況 
当ファンドは、「女性活力日本株マザーファンド」受益証券を投資対象として運用を行いました。株式の実

質組入比率は概ね高位を保ちました。以下は当該マザーファンドの運用の概要です。 

業種別配分については、当期末において、サービス業、機械、情報・通信業などが構成比率の上位を占め

ました。 

期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は48銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向を鑑み、組入比率の調整も適宜行いました。 

 

◆収益分配 
当期の収益分配については、基準価額の水準等を勘案し、見送りとさせていただきました。分配に充てな

かった収益につきましては、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 

■分配原資の内訳  
 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第11期 

2019年４月18日～ 
2019年10月17日 

当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 2,716 
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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◆今後の運用方針 
＜当ファンド＞ 

引続きファンドの基本方針に則り、マザーファンドへの投資を行います。 

 

＜女性活力日本株マザーファンド＞ 

引続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる「女性の活躍」をテー

マに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

 

■１万口当たりの費用明細 (2019年４月18日～2019年10月17日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信託報酬 85 0.734 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は、11,601円です。 

 （投信会社） (45) (0.385) 委託した資金の運用の対価 

 （販売会社） (38) (0.330) 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （受託会社） ( 2) (0.019) 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売買委託手数料 3 0.028 (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （株式） ( 3) (0.028)  

（c） その他費用 4 0.034 (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （監査費用） ( 2) (0.019) 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （印刷） ( 2) (0.014) 目論見書、運用報告書等の印刷・交付等に係る費用 

 （その他） ( 0) (0.000) 金融商品取引に要する諸費用 

 合 計 92 0.796  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。 
（注）消費税は報告日の税率を採用しています。 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 
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■売買及び取引の状況 (2019年４月18日～2019年10月17日) 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
女性活力日本株マザーファンド 38,590 63,200 133,280 222,926 
 
（注）単位未満は切り捨て。 

 

■株式売買比率 (2019年４月18日～2019年10月17日) 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 
当 期 

女性活力日本株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 587,872千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 1,963,358千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.29   
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

■利害関係人との取引状況等 (2019年４月18日～2019年10月17日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

■組入資産の明細 (2019年10月17日現在) 

親投資信託残高 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

女性活力日本株マザーファンド 1,232,654 1,137,965 2,007,939 
 
（注）口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
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■投資信託財産の構成 (2019年10月17日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

女性活力日本株マザーファンド 2,007,939 97.7 

コール・ローン等、その他 47,061 2.3 

投資信託財産総額 2,055,000 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 
 

■資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年10月17日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 2,055,000,894 

 コール・ローン等 450,388 

 女性活力日本株マザーファンド(評価額) 2,007,939,510 

 未収入金 46,610,996 

(B) 負債 44,496,142 

 未払解約金 29,496,643 

 未払信託報酬 14,334,191 

 その他未払費用 665,308 

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,010,504,752 

 元本 1,636,097,674 

 次期繰越損益金 374,407,078 

(D) 受益権総口数 1,636,097,674口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,288円 
 
（注）当ファンドの期首元本額は1,759,021,618円、期中追加設定

元本額は77,851,504円、期中一部解約元本額は200,775,448
円です。 

（注）期末の１口当たり純資産額は1.2288円です。 
 

■損益の状況 (2019年４月18日～2019年10月17日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 35,841,759 

 売買益 45,572,338 

 売買損 △  9,730,579 

(B) 信託報酬等 △ 14,999,914 

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 20,841,845 

(D) 前期繰越損益金 △ 68,380,927 

(E) 追加信託差損益金 421,946,160 

 (配当等相当額) ( 243,020,216) 

 (売買損益相当額) ( 178,925,944) 

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 374,407,078 

(G) 収益分配金 0 

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 374,407,078 

 追加信託差損益金 421,946,160 

 (配当等相当額) ( 243,203,745) 

 (売買損益相当額) ( 178,742,415) 

 分配準備積立金 201,169,093 

 繰越損益金 △248,708,175 
 
（注）損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費

税等相当額を含めて表示しています。 
（注）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）計算期間末における費用控除後の配当等収益（13,622,337
円）、費用控除後の有価証券売買等損益額（0円）、信託約款
に規定する収益調整金（243,203,745円）および分配準備積
立金（187,546,756円）より分配対象収益は444,372,838円
(１万口当たり2,716円）ですが、当期に分配した金額はあり
ません。 

 

■分配金のお知らせ  

 当期の分配金はございません。 
 

■お知らせ 

●社名変更のお知らせ 

ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社は、2020年４月１日をもって商号を「ＢＮＹ

メロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社」に変更する予定です。 
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（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2019年10月17日現在) 
＜女性活力日本株マザーファンド＞ 
 下記は、女性活力日本株マザーファンド全体(1,137,965千口)の内容です。 

国内株式 
 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（8.2％)    

清水建設 55.7 44.7 45,057 

五洋建設 110.5 106.3 65,799 

協和エクシオ 19.3 18.6 49,662 

食料品（5.9％)    

Ｓ Ｆｏｏｄｓ 15.8 16.1 47,092 

ニチレイ 8.9 8.6 21,164 

北の達人コーポレーション 75.4 68 46,716 

化学（5.5％)    

東京応化工業 14 11.4 48,222 

第一工業製薬 8.8 8.5 27,030 

ＤＩＣ 10.5 10.1 31,411 

ポーラ・オルビスホールディングス 17.9 － － 

医薬品（3.1％)    

参天製薬 35.6 32.2 60,697 

ガラス・土石製品（2.3％)    

ニチアス 22.7 21.8 44,602 

金属製品（－％)    

リンナイ 4 － － 

機械（10.8％)    

ディスコ 1.9 1.6 34,592 

ダイキン工業 5.8 4.7 68,361 

アネスト岩田 55.7 53.6 54,350 

三菱重工業 11.1 12.5 54,712 

電気機器（8.4％)    

日立製作所 15.8 15.2 63,596 

日本電産 5 4.4 65,604 

ヤーマン 17.8 － － 

オーデリック 2.3 － － 

ローム 4.1 4 35,640 

輸送用機器（4.5％)    

いすゞ自動車 31.7 35.5 43,949 

ＳＵＢＡＲＵ 16.7 14.5 44,022 

電気・ガス業（2.4％)    

中部電力 12.3 29.7 47,594 

陸運業（2.9％)    

東急 28.7 27.6 56,690 

情報・通信業（10.0％)    

ＬＩＮＥ 6.4 7.3 28,105 

クレスコ 10.8 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

大塚商会 13.6 5.3 21,491 

ＥＭシステムズ 15 10.2 19,390 

日本電信電話 12.4 11.9 63,308 

ＮＴＴドコモ 9.2 10.2 29,024 

ＳＣＳＫ 7.2 6.5 33,280 

卸売業（3.8％)    

あらた 13.5 11.9 47,957 

サンリオ － 12.7 27,000 

小売業（9.7％)    

ローソン － 7.3 44,457 

アイケイ 11.6 52.6 27,246 

ジンズホールディングス 9.6 2.5 15,900 

ＬＩＸＩＬビバ 5.4 5.4 9,261 

良品計画 2 16.6 37,897 

日本瓦斯 15.1 17 55,250 

銀行業（5.1％)    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 73.4 70.6 38,611 

三井住友フィナンシャルグループ 12.8 12.3 46,026 

七十七銀行 9.8 9.4 15,181 

保険業（1.4％)    

第一生命ホールディングス 16.1 15.5 26,559 

その他金融業（2.3％)    

オリックス 29.3 28.2 45,909 

不動産業（1.9％)    

フージャースホールディングス 57.5 56 36,624 

サービス業（11.8％)    

綜合警備保障 5.9 5.7 31,692 

電通 － 10.7 39,376 

東京個別指導学院 7.1 － － 

リクルートホールディングス 15.6 11.7 39,990 

日本ホスピスホールディングス － 5 10,975 

エイチ・アイ・エス 13.1 17.3 46,883 

イオンディライト 16.2 17 60,860 

合 計 
株 数 ・ 金 額 996 986 1,954,824 

銘柄数＜比率＞ 50 48 ＜97.4％＞ 
 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、このファンドが組み入れている親投資

信託の純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
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女性活力日本株マザーファンド 

第５期（2019年４月17日決算）〔計算期間：2018年４月18日～2019年４月17日〕 

 

法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの直前の計算期間にかかる運用状況をご報告申し上げ

ます。 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 親投資信託 

信託期間 無期限 

運用方針 信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。 

主要運用対象 
わが国の金融商品取引所に上場されている株式（上場予定の株式を含み
ます。）を主要投資対象とします。 

組入制限 
株式への投資割合には、制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

 

■設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

 
期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2014年６月６日 10,000 － － － － － 133 

１期(2015年４月17日) 13,328 33.3 1,588.69 28.9 96.5 － 1,296 

２期(2016年４月18日) 12,680 △ 4.9 1,320.15 △16.9 98.8 － 3,205 

３期(2017年４月17日) 15,016 18.4 1,465.69 11.0 98.7 － 2,011 

４期(2018年４月17日) 19,491 29.8 1,729.98 18.0 97.4 － 2,475 

５期(2019年４月17日) 17,375 △10.9 1,630.68 △ 5.7 98.6 － 2,141 
 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）設定日の基準価額は、設定時の価額です。 
（注）設定日の純資産は、設定元本を表示しております。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 
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■当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年４月17日 19,491 － 1,729.98 － 97.4 － 

４月末 20,006 2.6 1,777.23 2.7 97.9 － 

５月末 19,648 0.8 1,747.45 1.0 98.1 － 

６月末 19,686 1.0 1,730.89 0.1 96.3 － 

７月末 19,439 △ 0.3 1,753.29 1.3 97.4 － 

８月末 18,925 △ 2.9 1,735.35 0.3 96.8 － 

９月末 19,851 1.8 1,817.25 5.0 96.1 － 

10月末 17,791 △ 8.7 1,646.12 △ 4.8 97.0 － 

11月末 18,205 △ 6.6 1,667.45 △ 3.6 97.4 － 

12月末 16,053 △17.6 1,494.09 △13.6 98.2 － 

2019年１月末 16,555 △15.1 1,567.49 △ 9.4 97.7 － 

２月末 17,011 △12.7 1,607.66 △ 7.1 98.4 － 

３月末 16,986 △12.9 1,591.64 △ 8.0 98.5 － 

(期  末)       

2019年４月17日 17,375 △10.9 1,630.68 △ 5.7 98.6 － 
 
（注）騰落率は期首比です。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 

 

◆市場概況 
当期間中の日本株式市場は、堅調な国内外経済及び企業業績、米中貿易摩擦の深刻化等を背景に上下する

局面はあったものの、期初から18年10月初旬まで上昇基調となりましたが、2018年10－12月期の下落の影響
が大きく、2019年年初から反発はしたものの、期を通じては、参考指標であるＴＯＰＩＸの騰落率は5.7％の
下落となりました。４月は、米国金利上昇を受けた米ドル高円安の進展、国内企業の好決算の発表などが相
場の下支えとなり、国内株式市場は堅調に推移しました。５月は、米中貿易摩擦懸念の後退、日米金利差拡
大に伴う円安進行、輸出企業を中心とする業績好転期待などにより、月中まで上昇基調が継続したものの、
月半ばから月末まで国内株式市場は下落基調となりました。６月は、月初より月中まで、地政学リスクの後
退、欧州経済の不安定化に対する警戒感の緩和などを背景とした世界的な株高に伴い、上昇基調となりまし
たが、米中貿易摩擦の深刻化、新興国からの資金流出の可能性などが懸念され、中旬以降世界的に株式市場
は新興国を中心に下落基調となり、国内株式市場も、大阪で発生した地震の被害状況等も不安視され、軟調
に推移しました。７月の国内株式市場は、月初より、米中を中心とする貿易摩擦激化への懸念が引き続き国
内株式市場の重石となりましたが、その後、堅調な米雇用統計・４－６月期の米企業業績などが好感され、
先進国を中心に世界的に株式市場は反発し、国内株式市場においても、初旬からの上昇基調が月末まで概ね
継続しました。８月の国内株式市場は、月初より日米新貿易協議（ＦＦＲ）への警戒感、トルコリラ急落に
伴う投資家心理の悪化に伴う世界の金融市場の調整などを背景として下落基調となりました。９月の国内株
式市場は、西日本に上陸した台風21号、北海道胆振東部地震の企業収益への影響に関する不透明感などを背
景とした月初の小幅な下落から反転した後は、米ドル高円安による国内企業の収益拡大期待、最高益を更新
した2018年４－６月期の全産業（金融業、保険業除く）の経常利益、月中の自民党総裁選での安倍首相の３
選などを背景として、上昇相場が月末まで継続しました。その後、10月は、世界経済と企業業績に関する見
通しの悪化に伴い、米国長期金利の上昇を発端として下落基調となり、大幅な調整局面を迎えました。11月
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の国内株式市場は、中旬までは方向感に欠ける展開となったものの、下旬には米中貿易摩擦に対する警戒感
の後退から反発しました。12月の国内株式市場は、米中貿易摩擦懸念や米政府機関の一部閉鎖などを懸念し
た世界的な株安、世界経済と企業業績に関する見通しの悪化等に伴い、月初より下落基調が続き、大幅に下
落しました。19日米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で市場予想通り0.25％の利上げが発表されたものの、
パウエル米連邦準備理事会（ＦＲＢ）議長の記者会見を受けて世界の景気減速と米国の金融引き締めが同時
に進むとの警戒感が浮上しました。2019年１月の国内株式市場は先月の下落相場から一転し、トランプ米大
統領が米中協議の進展を示唆したのをきっかけに投資家心理が好転し、月初からの反発基調が概ね月末まで
継続しました。２月の国内株式市場は、１月の反発相場の流れを引き継ぎ、月初より上昇基調が続きました。
１月29，30日に開催された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で公表されたＦＯＭＣ声明が市場予想以上に
ハト派的内容であったこと等により、投資家心理が改善し、国内株式市場は上昇しました。３月の国内株式
市場は概ね横這いの展開となりました。４月は半導体指数ＳＯＸ（フィラデルフィア半導体株指数）の最高
値更新等に代表される米国株式市場の上昇や中国景気に対する懸念の後退などが好感され期末まで上昇しま
した。 
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◆基準価額の推移と主な変動要因 
 
  当期の基準価額は、期初19,491円で始まり、期末

には17,375円となりました。その結果、期中騰落率
は－10.9％の下落となりました。 

一方で、参考指数である東証株価指数（ＴＯＰＩ
Ｘ)の期中騰落率は－5.7％の下落となりました。 
 
(上昇要因) 
・堅調な国内外経済及び企業業績 
・日米金利差拡大、米ドル高円安の進展 
・米国金融緩和政策の継続 
・中国を中心とする新興国経済減速懸念の後退 
・中東や北朝鮮などでの地政学的リスクの減退 
・政府による働き方改革などの政策への期待 
・日本における女性の就業率や賃金の上昇 
 
(下落要因) 
・世界経済・企業業績見通しの悪化 
・米中貿易摩擦の深刻化 
・米国の金利上昇に伴う新興国からの資金流出懸念 
・ブレグジットや南欧債務問題等への懸念 
・ 地震や台風などの自然災害による企業収益への影

響に対する懸念 
・ 人手不足によるコスト上昇や原油価格の上昇によ

る利益圧迫懸念 

 
（注）ＴＯＰＩＸは、期初の基準価額に合わせて指数化しておりま

す。 

 

 

◆運用概況 
業種別配分については、当期間を通じて情報・通信業、小売業、サービス業等の内需関連セクターが構成

比率の上位を占めました。 
期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は50銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向を鑑み、組入比率の調整も適宜行いました。 

 

◆今後の運用方針 
引続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる「女性の活躍」をテー

マに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指します。 
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■１万口当たりの費用明細 (2018年４月18日～2019年４月17日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 売買委託手数料 13  0.068  (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 
期中の平均基準価額は、18,346円です。 

 （株 式） (13)  (0.068)  

（b） その他費用 0   0.003   (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （その他） ( 0)  (0.003)  金融商品取引に要する諸費用 

 合 計 13   0.071    

 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 

 

■売買及び取引の状況 (2018年４月18日～2019年４月17日) 

株式 
 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円  千株  千円 
上場 439 867,599  511  844,383 
 (△122) (     －)  

 
（注）金額は受け渡し代金。 
（注）単位未満は切り捨て。 
（注）( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

■株式売買比率 (2018年４月18日～2019年４月17日) 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 1,711,983千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,262,968千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.75   
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
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■利害関係人との取引状況等 (2018年４月18日～2019年４月17日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

■組入資産の明細 (2019年４月17日現在) 
国内株式 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（8.0％）    

清水建設 54.9 55.7 52,413 

五洋建設 95.3 110.5 56,134 

住友林業 24.7 － － 

協和エクシオ － 19.3 59,540 

食料品（6.1％）    

Ｓ Ｆｏｏｄｓ 16 15.8 62,805 

ニチレイ 5.6 8.9 22,161 

フジッコ 19.8 － － 

北の達人コーポレーション － 75.4 44,636 

化学（8.6％）    

東京応化工業 － 14 49,700 

第一工業製薬 99 8.8 33,440 

ＤＩＣ － 10.5 35,910 

ポーラ・オルビスホールディングス 19.5 17.9 61,755 

医薬品（2.8％）    

参天製薬 35.4 35.6 59,914 

ゴム製品（－％）    

ニチリン 21.8 － － 

ガラス・土石製品（2.5％）    

ニチアス 42 22.7 52,891 

金属製品（1.5％）    

リンナイ 5 4 31,320 

機械（10.5％）    

ディスコ 1.5 1.9 36,480 

ダイキン工業 5.5 5.8 76,821 

アネスト岩田 41.3 55.7 55,421 

三菱重工業 6.8 11.1 51,903 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

電気機器（9.6％）    

日立製作所 37 15.8 59,423 

日本電産 3.2 5 78,650 

ヤーマン 11.7 17.8 20,968 

オーデリック 7.6 2.3 8,993 

ローム － 4.1 33,825 

輸送用機器（4.6％）    

日産自動車 48.6 － － 

いすゞ自動車 － 31.7 50,434 

マツダ 19.5 － － 

ＳＵＢＡＲＵ 13.6 16.7 47,469 

電気・ガス業（0.9％）    

中部電力 26.1 12.3 19,993 

陸運業（2.4％）    

東京急行電鉄 24.4 28.7 50,971 

京王電鉄 6.9 － － 

情報・通信業（12.3％）    

ＬＩＮＥ 7.4 6.4 25,056 

クレスコ 12.5 10.8 36,180 

大塚商会 － 13.6 60,520 

ＥＭシステムズ 41.9 15 22,035 

日本電信電話 16 12.4 57,511 

ＮＴＴドコモ 22.4 9.2 21,919 

ＳＣＳＫ 6.5 7.2 37,080 

卸売業（2.5％）    

あらた 15.9 13.5 52,447 

小売業（7.7％）    

アイケイ 23.6 11.6 6,414 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ジンズ 10.7 9.6 58,752 

ＬＩＸＩＬビバ 29.1 5.4 7,414 

良品計画 1.1 2 44,560 

日本瓦斯 14.3 15.1 45,979 

銀行業（5.2％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 109.6 73.4 42,065 

三井住友フィナンシャルグループ 9.6 12.8 51,878 

七十七銀行 9.7 9.8 15,582 

証券、商品先物取引業（－％）    

東海東京フィナンシャル・ホールディングス 23.3 － － 

保険業（1.3％）    

第一生命ホールディングス 15.9 16.1 26,597 

その他金融業（2.2％）    

オリックス 25.4 29.3 46,967 

不動産業（1.8％）    

スター・マイカ 18.5 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

フージャースホールディングス － 57.5 38,410 

サービス業（9.5％）    

綜合警備保障 5.9 5.9 28,969 

東京個別指導学院 31.1 7.1 7,831 

楽天 20.6 － － 

リクルートホールディングス 13.4 15.6 49,374 

エイチ・アイ・エス － 13.1 50,762 

イオンディライト 14.7 16.2 62,613 

合 計 
株 数 ・ 金 額 1,191 996 2,110,897 

銘柄数＜比率＞ 50 50 ＜98.6％＞ 
 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
 

 

■投資信託財産の構成 (2019年４月17日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 2,110,897 96.8 

コール・ローン等、その他 69,663 3.2 

投資信託財産総額 2,180,560 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年４月17日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 2,180,560,590   

 コール・ローン等 6,578,384   

 株式(評価額) 2,110,897,440   

 未収入金 40,038,366   

 未収配当金 23,046,400   

(B) 負債 38,877,825   

 未払解約金 38,877,420   

 その他未払費用 405   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,141,682,765   

 元本 1,232,654,628   

 次期繰越損益金 909,028,137   

(D) 受益権総口数 1,232,654,628口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 17,375円 
 
（注）当親ファンドの期首元本額は1,270,063,401円、期中追加設

定 元 本 額 は 273,145,147 円 、 期 中 一 部 解 約 元 本 額 は
310,553,920円です。 

（注）当親ファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、
女性活力日本株ファンド 1,232,654,628円です。 

（注）１口当たり純資産額は1.7375円です。 
 

■損益の状況 (2018年４月18日～2019年４月17日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 48,470,570   

 受取配当金 48,461,190   

 受取利息 2   

 その他収益金 9,378   

(B) 有価証券売買損益 △ 323,503,087   

 売買益 73,276,635   

 売買損 △ 396,779,722   

(C) 保管費用等 △    58,657   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 275,091,174   

(E) 前期繰越損益金 1,205,477,741   

(F) 追加信託差損益金 242,595,526   

(G) 解約差損益金 △ 263,953,956   

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 909,028,137   

 次期繰越損益金(Ｈ) 909,028,137   
 
（注）損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の
際、元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 
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